
（平成２２年１２月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認滋賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

滋賀厚生年金 事案 862 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、123万 4,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 25日 

私は、平成 17年７月 25日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず記録が無い。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る賞与明細書等から判断すると、申立人

は、申立期間において、Ａ社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与支給額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額

のいずれか低い方の額を認定することとなることから、申立期間の標準賞与額

については、123万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

滋賀厚生年金 事案 863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 42 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

     氏    名 ： 男 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

     住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月 31日から同年 11月１日まで 

 高校を卒業してから 60 歳で退職するまで、Ａ社に継続して勤務し厚生年

金保険にも加入していたのに、年金記録に１日の空白期間がある。当時、同

社Ｂ工場から同社Ｃ工場へ転勤したが、途中で退職したことは無いので、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された在職証明書、同社の回答及び雇用保険の記録等から判断

すると、申立人は同社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、申立人及び同時期にＡ社Ｂ工場から同社Ｃ工場に

異動した同僚が、10月 31日まで同社Ｂ工場で勤務したと供述していることか

ら、同社Ｂ工場における資格喪失日を昭和 42年 11月１日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における健

康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭和 42年 10月１日の定時決定後

の標準報酬月額が４万 5,000円と確認できることから、４万 5,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



 

ては、事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当時）に誤

って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないことを

認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る当該期間の保険料の納入

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



 

滋賀厚生年金 事案 864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 34万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 45万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日 

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（45 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 50万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日 

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（50 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 27万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 30万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日  

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（30 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 867 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 26万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 40万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日  

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（40 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 25万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 40万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日  

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、25万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（40 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 869 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、平成 16年７月 20日の標準賞与額に

係る記録を 28万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、平成 16年 12月 20日の標準賞与額に係る記録を 35万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立期間①及び②に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 20日  

② 平成 16年 12月 20日 

    Ａ社での勤務期間中に支給された平成 16 年７月の賞与に係る記録が厚生

年金保険の記録から抜け落ちている。また、同年 12月の賞与に係る記録は、

実際に支給された賞与よりも低い金額が記録されている。調査をして年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳及び事業所か

らの回答により、申立人に対し、当該期間に賞与が支給され、厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①の標準賞与額については、賞与に係る給与台帳に記載された賞与

額及び厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険

事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に係る厚生年金保険料を



 

納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、事業主が提出した賞与に係る給与台帳から、申立人

は、当該期間において、その主張する標準賞与額（35 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に支給した賞与額より低い金額を誤って届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



滋賀国民年金 事案 959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年６月から同年８月までの期間、同年 10 月から 56 年７月

までの期間、57 年１月、同年２月、同年 12 月から 60 年３月までの期間、61

年５月から同年９月までの期間及び 63年７月から平成元年５月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年６月から同年８月まで 

② 昭和 55年 10月から 56年７月まで 

             ③ 昭和 57年１月及び同年２月 

④ 昭和 57年 12月から 60年３月まで 

⑤ 昭和 61年５月から同年９月まで 

             ⑥ 昭和 63年７月から平成元年５月まで 

    昭和 57年から 60年頃に、Ａ市役所にて国民年金の加入手続を行い、後に

２年分の過年度保険料を一括して納付したが、未納となっている。その後の

国民年金保険料は、親が納付していると思う。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57年から 60年頃までの間に、Ａ市役所において、国民年金

の加入手続を行い、その後、２年分の保険料を遡り、一括して納付したと主張

しているところ、申立人の基礎年金番号は、平成９年１月に同番号制度が発足

した後の同年４月 14日に、申立人が、昭和 54年４月２日に被保険者資格を取

得した厚生年金保険記号番号を付番したことが確認でき、この時点を基準にす

ると、申立期間は時効により保険料を納付することはできない期間である上、

申立期間の保険料を納付する前提となる国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。  



さらに、申立期間④、⑤及び⑥について、申立人自身は、国民年金保険料の

納付手続に直接関与していないと供述しており、保険料納付を行ったとする申

立人の父親は既に死亡しているため、具体的な状況は不明である。 

なお、平成６年の国民年金法の改正により、これまで未届や届の遅延により、

２年の時効を過ぎたため、国民年金第３号被保険者期間とはならず、未納とさ

れていた期間について、平成７年４月から９年３月までの期間に届出を行えば、

２年を経過した期間についても、国民年金第３号被保険者期間として取り扱う

こととする特例措置が採られ、申立人は、９年２月 21日にこの届出を行って

いることがオンライン記録により確認できるところ、申立人は、この届出を行

った記憶は無いと供述している。しかしながら、同届出には厚生年金保険の被

保険者である配偶者の勤務する事業所又は医療保険の保険者（申立人の場合、

Ｂ健康保険組合）の証明が必要である上、申立人の国民年金第３号被保険者の

資格取得日は、申立人がその夫の健康保険組合の被扶養者となった日（平成元

年６月 16日）と一致することから、同届出を受け、９年４月 14日に、厚生年

金保険被保険者期間を除いた申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥は、それまで

未加入期間であったが遡って国民年金の被保険者期間とされたものの、この時

点では、これらの期間の保険料は時効により納付できないことから、未納期間

とされているものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めることはでき

ない。



滋賀国民年金 事案 960 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年５月から 50 年３月までの期間、53 年 10 月から同年 12

月までの期間及び54年４月から同年12月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年５月から 50年３月まで 

② 昭和 53年 10月から同年 12月まで 

③ 昭和 54年４月から同年 12月まで 

母親が申立期間の国民年金保険料を納めていたので、未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50年 10月１

日に申立人の長兄夫婦と連番で払い出されていることから、当該期間のうち

48 年６月以前の期間の保険料は制度上時効により納付することができず、申

立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 
また、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録によれば、当該期間の直後

の昭和 50年４月からは申請免除期間とされているが、過年度である当該期間

については、免除申請できなかったものと考えられ、当該年度の保険料の免除

申請を行いながら、過年度である当該期間の保険料を納付したとは推認し難い。 
申立期間②及び③について、前後の期間は納付済みとなっているものの、国

民年金手帳記号番号が連番で払い出されている申立人の長兄夫婦についても、

長期間にわたって国民年金保険料の納付実績が無いことから、申立期間の保険

料の納付があったとは推認し難い。 

また、申立人自身は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付に関与しておらず、申立人の母親は高齢のため聴取できないことから、

申立期間当時の保険料の納付状況等が不明である。 



さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀国民年金 事案 961 

 
第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 10 月から 44 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月から 44年２月まで 

私は、申立期間当時、勤めを辞めて、長男の出産と子育てにかかっていた。

当時、家族が国民年金に加入しており、自治会で集金が行われていたので、

私だけ加入していないということはないと思う。ところが、申立期間につい

て、国民年金の未加入期間であるとされている。亡くなった義母が、当時、

国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料も納付してくれていたと思う

ので、申立期間の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、申立人が昭和 41年 10月１日にＡ事業所における厚生年金保険

被保険者資格を喪失した後、44 年３月１日に申立人の夫と共に国民年金の強

制被保険者資格を取得するまでの期間であるが、オンライン記録では、申立人

が国民年金の任意加入手続を行った事
じ

蹟
せき

は見当たらず、当該期間は国民年金の

未加入期間とされていることから、制度上、国民年金保険料を納付することは

できなかった期間であり、ほかに、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、Ｂ町における国民年金被保険者名簿の資格得喪記録欄を見ても、申立

人は、昭和 37年７月１日に国民年金被保険者資格を喪失した後、44年３月１

日に再び資格取得した記録となっており、これは国民年金の資格得喪に関する

オンライン記録と一致している。 

さらに、申立人の義母が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は、国民年金の加

入手続等に直接関与しておらず、申立人の義母は既に亡くなっているため、国

民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明であり、ほかに申立期間の国民



年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



滋賀厚生年金 事案 870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月から 28年５月まで 

    申立期間、Ａ事業所でＢをしていた。年金事務所で当時のＢの厚生年金保

険の加入については、事業主が加入、非加入を決めることになっているとの

説明を受けたが納得できない。年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された回答書から、申立人が昭和 27 年 10 月９日から 28

年３月 14日までの期間及び同年４月 19日から同年４月 30日までの期間、当

該事業所においてＢとして在職していた事実は認められる。 

しかしながら、Ａ事業所は、「当事業所が、Ｂの厚生年金保険加入のため適

用事業所となったのは、昭和 36 年４月１日であり、それより前に、申立人を

含めＢが当事業所を通じて厚生年金保険に加入した記録は無い。」と回答して

いる。  

また、適用事業所名簿及びオンライン記録においても、Ａ事業所は、昭和

36 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は、

厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

さらに、申立期間の事業主とみられるＣについて、事業所名簿及びオンライ

ン記録を調査するも、該当する事業所は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17年６月１日から 23年１月１日まで 

             ② 昭和 23年１月１日から 28年２月１日まで 

             ③ 昭和 29年１月 10日から 32年１月１日まで 

    日本年金機構から送られてきた書類では、申立期間①について、加入記録

が無いとのことであったが、Ａ社において、Ｂの仕事をしていた。申立期間

②及び③について、加入記録が９か月となっているが、Ｃ社にはＤとして、

９年間勤めていたので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が勤務したとするＡ社は、厚生年金保険の適用

事業所として確認できないものの、健康保険労働者年金保険被保険者名簿を見

ると、類似の名称の事業所として昭和 17 年９月１日に労働者年金保険（昭和

19年１月１日から厚生年金保険）の適用事業所となったＥ社が確認できる。 

また、その被保険者名簿には、申立人が記憶している同僚の名前が複数存在

している上、昭和 18 年４月１日にその事業所名称がＦ社に変更された後、合

併により変更された事業所名が、申立人が勤務途中で変わったと供述する事業

所名「Ｇ社」と一致することから、期間は特定できないものの、申立人が、申

立期間①に係る事業所に勤務していたことはうかがわれる。 

しかしながら、Ｇ社は、既に閉鎖していることから、申立人の申立期間①に

おける勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況について確認できない。 

また、健康保険労働者年金保険被保険者名簿を見ても、申立期間①において、

申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の整理番号に欠番も見られない。 

申立期間②及び③について、申立人は、昭和 23年１月１日から 32年１月１

日までの期間、勤務していたと申し立てているが、Ｃ社が厚生年金保険の適用



事業所となった日は、26年 12月１日であり、同社が厚生年金保険の適当事業

所ではなくなった日は、29年５月 16日であることが確認できる。 

また、Ｃ社において、「２年くらいは勤務していた。」と証言している同僚

の厚生年金保険の被保険者記録も４か月間であることから、同社は、採用後、

すぐには厚生年金保険の加入手続を行っていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｃ社は、既に閉鎖していることから、申立人の申立期間②及び③に

おける勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況について確認できない。 

加えてＣ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立期

間②及び③において、申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の整理番号

に欠番は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除を示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月１日から同年９月 25日まで 

申立期間において、Ａ社に勤務し、Ｂの作業及び以前の職場であったＣ社

からの受注、出荷の仕事をしていた。 

年金事務所から被保険者名簿に名前が無いとの回答を受けたが、報道等に

よると年金原簿に不備があるということなので、調査の上、年金記録を回復

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に勤務していた複数の同僚の証言から、申立人がＡ社に勤務してい

たことは認められる。 

しかし、Ａ社は平成 11 年に合併をしており、承継会社は同社の関係資料を

保管していない上、当時の事業主も死亡しており、申立人の同社における勤務

実態及び厚生年金保険の取扱いについての証言を得ることができなかった。 

また、申立期間当時、Ａ社において経理を担当していた同僚は、「申立人が

Ｅにおいて勤務していたことは覚えている。しかし、私が保管しているＡ社の

労働者名簿には申立人の名前が無いことから、申立人はＣ社からの出向扱いと

されていたのではないか。」と回答している。 

これについて、申立人は、口頭意見陳述において、ⅰ）当時は、現在の機械

などのような安全装置も無く、危険な作業であったので、保険も無いというこ

とであれば、そもそもＡ社には行かなかったこと、ⅱ）Ｃ社とＡ社のＢについ

ての取引から、技術指導を行うためＡ社へ派遣された経緯から考えて、厚生年

金保険に加入させないなどの差別的取扱いを受けるはずがないこと、ⅲ）Ａ社

では、従業員全員のタイムカードを集約し本社に連絡するなど、管理職的な立

場であったため、Ｃ社からの出向的な扱いではなかったと思うと主張している



が、申立人はＡ社における雇用保険の加入記録が確認できず、事業主が何らか

の事情により、厚生年金保険についても同様に加入手続を行わなかったものと

考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月 25日から 34年２月１日まで 

昭和 29 年９月１日にＡ社へ入社し、厚生年金保険の被保険者資格を取得

した。入社してしばらくたった後、同社の事業主(Ｂ)が設立したＣ社に移り、

その後再びＢの実弟（Ｄ）が経営するＥ社へ移ったが、申立期間の加入記録

が無い。 

この間、継続して勤務し、長欠、入院、休職などの覚えは無いので、調査

の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＥ社の同僚の証言から、勤務期間の特定はできないものの、申立人

がＡ社の事業主であるＢが設立したＣ社（昭和 32年８月 13日設立）に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 35 年１

月 29 日であり、同日より前の期間において、当該事業所が適用事業所となっ

た記録は無い。 

また、オンライン記録によると、申立人と同様に、Ａ社からＣ社に異動した

と考えられる事業主のＢが昭和 32年６月１日に、元同僚が同年７月 25日にＡ

社において厚生年金保険の資格を喪失して以降、Ｃ社の新規適用日である 35

年１月 29日までの間の加入記録が無い。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社からＢの実弟（Ｄ）が事業主であるＥ

社に異動したと思われる複数の同僚については、厚生年金保険の記録が継続し

ていることが確認できるところ、これらの同僚は、「私自身は、Ｅ社に入社し

て、事業主の実兄が経営するＡ社に出向したが、Ｃ社には勤務せずＥ社に直接

戻った。」と証言していることから、申立人とこれらの同僚とは、事情が異な



るものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 874（事案 752の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月６日から同年２月 12日まで 

申立期間は、Ａ社に勤務しており、後にＢ社と社名変更したが、業務の変

更は無く、継続して勤務していた。 

今回、新たに当時の社員名が確認できる名簿を提出するので、再調査をし

て申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、雇用保険の加入記録及び同僚の証言から、

申立人がＡ社の承継会社であるＢ社に継続して勤務していたことは認められ

るが、ⅰ）Ａ社は昭和 55 年１月６日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、Ｂ社は同年２月 12 日に厚生年金保険の適用事業所となっているこ

とから、申立期間は両事業所とも適用事業所ではないことが確認できること、

ⅱ）Ａ社及びＢ社の厚生年金保険被保険者記録がある同僚３人が、申立期間に

おいて、厚生年金保険の第４種被保険者であったことが確認できること、ⅲ）

申立人と同様に、申立期間に厚生年金保険が未加入となっている同僚に照会し

たが、当該期間の厚生年金保険料の控除について具体的な証言を得ることはで

きなかったこと、ⅳ）Ｂ社は既に閉鎖しており、閉鎖時の事業主は、「当時の

書類は廃棄して残っていない。」と回答していることにより、申立人の厚生年

金保険料の控除の状況を確認することはできないことなどから、既に当委員会

の決定に基づく平成 22 年９月８日付け年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

これに対して、申立人は、今回の再申立てに当たり、Ｂ社の社員名簿及び申

立期間に係る家計簿を新たに提出するとともに、当時、同事業所の役員であっ

た者（Ａ社の清算人でＢ社設立当初の代表取締役）とＤであった者に対して、



証言を得てほしいとして申し立てている。 

しかしながら、上記の当時の役員は病気のため、また当時のＤは既に死亡し

ているため、新たな証言を得ることができなかった上、Ｂ社の関連会社である

Ｃ社の健康保険組合の関係者は、「Ａ社とＢ社の社名は知っているが、申立期

間だけＣ社の健康保険組合に加入することは無いはずである。」と証言してい

る。 

また、申立人が提出した家計簿からは、申立期間の厚生年金保険料の控除を

確認することはできなかった。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は認められないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



滋賀厚生年金 事案 875 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月 31日から同年６月１日まで 

私は、平成元年５月 31 日にＡ事業所のＢを退任し、同年６月１日からＣ

事業所のＤとして勤務した。両事業所は同一傘下の組織であり、私は１日の

空白も無く勤務したので、申立期間も厚生年金保険に加入していたはずであ

るが、国（厚生労働省）の記録では国民年金の被保険者期間となっている。

納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に在籍し、厚生年金保険の被保険者であった者８人（申立人を含

む。）について、オンライン記録により資格喪失日を確認したところ、このう

ち７人の資格喪失日が月末、ほかの１人についても月半ばの資格喪失となって

おり、資格喪失日が月の初日になっている者はいないことが確認できる上、複

数の同僚は、「厚生年金保険の月末の資格喪失は、ある種慣例となっていた。」、

「自分も厚生年金保険を月末に資格喪失したことを認識しており、空白期間を

国民年金で埋めた。」と証言している。 

また、Ａ事業所では、申立期間当時の厚生年金保険関係の資料を処分してい

ることから、申立人に係る厚生年金保険料等の控除については不明としている

上、同僚からも、厚生年金保険料の控除等について、積極的な証言を得ること

ができなかった。 

さらに、雇用保険の記録により、申立人のＡ事業所における離職日は平成元

年５月 30日であることが確認できる。 

なお、申立人が所持する年金手帳を見ると、申立期間が国民年金の被保険者

期間であることが確認できる上、オンライン記録から、申立人の申立期間に係



る国民年金保険料は納付済みとなっていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


